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Ⅰ 理論・一般
０．総　記
ベトナム繊維産業におけるCPの導入と発展 坂井宏光 九州国際大学教養研究 13-3 07.３

CP活動による持続可能な発展と環境保全への貢献 坂井宏光 九州国際大学教養研究 14-1 07.７

組織風土と不祥事に関する実証分析　　星野崇宏，荒井一博，平野茂実，柳澤秀吉　 一橋経済学 2-2 08.１

水資源危機の構造と統合型水資源管理の有効性　　寺田哲志　　北東アジア研究（島根県立大）14/15 08.３

中国におけるCPの展開と環境政策 坂井宏光 九州国際大学教養研究 14-2/3 08.３

中国の省エネルギー戦略に関する経済的分析　　　柳　小正　　北東アジア研究（島根県立大）14/15 08.３

産地で芽吹く小企業の新たな動き　　　　　中谷昌弘，藤井辰紀　　国民生活金融公庫調査月報 565 08.５

特別支援教育の現在 松本公雄 グローブ 53 08.春

持続可能な地域社会（報告） 植田和弘 協同の発見 189 08.４

環境汚染に対する貸し手責任：理論的分析 前多康男，小野哲生 金融研究 27-2 08.４

特集　貧困・格差の再生産を許さない教育を クレスコ 7 08.６

「貧困の世代間連鎖」を断ち切るために（インタビュー）（湯浅誠　聞き手：朝岡晶子）

格差・貧困を推しすすめる新自由主義的教育改革（二宮厚美）

国際比較から見た日本の教育の貧困と無償教育の確立（三輪定宣）

情報化時代の観光まちづくり 飯野公央 経済科学論集（島根大） 34 08.３

企業が「社会的責任」を果たすための条件について 飯島欽次 経済学年誌（法政大） 43 08.３

いまだに試行錯誤の「指定管理者制度」 三野　靖 月刊自治研 584 08.５

格差時代の住宅政策 内田雄造 月刊自治研 584 08.５

M&Aの際に取締役がとるべき行動準則について 梶浦桂司 札幌法学 19-1 07.９

社会・環境監査の現状と課題 青柳　清 産業経営研究（日本大） 30 08.３

日本型「ステイクホルダー」観に関する考察 三井　泉 産業経営研究（日本大） 30 08.３

北東アジアにおける経営教育とMBA 井沢良智，伊藤重行　　産業経営研究所報（九州産業大）40 08.３

企業活動と地域経済 松本源太郎 産研論集（札幌大） 35 08.３

日本型経営の企業統治とＭ＆Ａ最新事情 小山　修 産研論集（札幌大） 35 08.３

日本的経営の過去と現在 中本和秀 産研論集（札幌大） 35 08.３

日本におけるコーポレート・ガバナンスの新動向 篠崎恒夫 産研論集（札幌大） 36 08.３

中小企業の経営現状 畑　隆 社会主義 551 08.５

中小企業における経営倫理と社会貢献 持松志帆 社会分析 35 08.４

地域経済と中小企業 濱田康行，佐藤孝一 商工金融 58-4 08.４

経営戦略論の新たな展開を目指して 山倉健嗣 成城大学経済研究 179 08.３

食品をめぐる企業のリスクマネジメントに関する考察 境　新一 成城大学経済研究 180 08.３
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東南アジア日系工場における小集団活動の現地化 竹川宏子 成城大学経済研究 179 08.３

自治体行政内部における政策評価情報の活用実態に関する考察

福嶋隆宏　　地域政策研究（高崎経済大）10-4 08.３

中小企業におけるイノベーション促進要因　　　　　　　文能照之　 中小企業季報（大阪経済大）1 08.４

わが国の個人商店の特性と現状　　　　　　　　　　　　笹川洋平　 中小企業季報（大阪経済大）1 08.４

コミュニティ・ビジネスの定義に関する一考察 西村　剛 奈良産業大学産業と経済 22-3 07.12

コミュニティ・ビジネスの定義について 西村　剛 奈良産業大学産業と経済 22-3 07.12

Comparative study between Japanese and Anglo-American approaches to business ethics Joaquin Ferrer,Jr

南山経営研究 22-3 08.３

ドイツにおける太陽光発電政策 林　秀美 南山経営研究 22-3 08.３

公的部門における成果主義に対する戦略的行動－実証的検討　　富岡　淳　 日本労働研究雑誌 574 08.５

農業環境政策の経済分析 藤栄　剛 彦根論叢（滋賀大） 370 08.１

石油危機後の日本のエネルギー資源問題 荒谷勝喜 彦根論叢（滋賀大） 371 08.３

台湾における環境政策 宮畑加奈子 広島経済大学研究論集 30-3/4 08.３

韓国の環境関連賦課金の汚染排出削減インセンティブに関する分析

李態妍，朴勝俊 龍谷大学経済学論集 47-3 07.12

* 未来派左翼　下 アントニオ・ネグリ著　広瀬純訳 ＮＨＫ出版 B6.221 08.４

* えひめ生活白書　08年　　　　　　　　　　　　　　　　　えひめ勤労者生活情報センター A4.56 08.２

* 人口問題研究資料　第318号　　　　　　　　　　　　　国立社会保障人口問題研究所 A4.109 08.３

* 社会保障年鑑　08年版 健康保険組合連合会編 東洋経済新報社 A5.388 08.５

１．ジェンダー・フェミニズム・女性論
インド，グラジャート州における女性グループのエコビジネス　　太田まさこ　アジア女性研究 17 08.３

ジェンダーと交通 織田由紀子 アジア女性研究 17 08.３

自治体におけるポジティブ・アクション評価の現状と課題　　　湯淺墾道　　アジア女性研究 17 08.３

東北アジアにおけるジェンダー視点に立った予算分析の新潮流

市井礼奈，村松安子 アジア女性研究 17 08.３

ヨルダンの障がい者事情とジェンダー 杉野寿子 アジア女性研究 17 08.３

夫の家事参加と妻の夫婦関係満足度 李　基平 家族社会学研究 20-1 08.４

資本主義とジェンダー（報告） 中村美樹子 経済科学通信 116 08.４

* ジェンダーと人権 辻村みよ子 日本評論社 A5.374 08.３

* 社会的排除とジェンダー 大阪府立大学女性学研究センター A5.127 08.３

２．労働論
経済学における人間像（報告） 山本広太郎 経済科学通信 116 08.４

自由論題「資本主義の分析モデル」（報告） 松尾　匡 経済科学通信 116 08.４

人間発達の経済学と『資本論』 森岡孝二 経済科学通信 116 08.４

「労働の社会化論」から見た人間発達の経済学 富沢賢治 経済科学通信 116 08.４

マルクスの社会的欲求開発論 日向啓爾 経済と経営（札幌大） 38-2 08.３

* 仕事原論　　　　　　　　神村昌志　　幻冬社メディアコンサルティング（発売：幻冬舎） B6.194 08.１

３．労使（資）関係論
日雇労働者と使用者・使用者団体の団交応諾責任 脇田　滋 龍谷法学 40-2 07.９

４．労働経済論（含　賃金論）
* 失業率の理論的分析に関する研究－中間報告 労働政策研究・研修機構 A4.166 08.３

５．経営労務論
* 企業の社会的責任と労働 労務理論学会（発売：晃洋書房） A5.255 08.５

６．社会政策論
「労働の人間化」の展開と社会政策　　　　　　小林甲一　　名古屋学院大学論集　社会科学篇 44-4 08.３

特集　格差拡大社会に挑む社会連帯論 総合社会福祉研究 32 08.３

ヨーロッパにおける社会的連帯のネットワークとシステム（石塚秀雄）フランスの失業・雇用，そして貧

困対策（都留民子）
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社会的排除／包摂論と現代の部落問題 福原宏幸 部落解放 597 08.５

８．社会福祉論
フェミニズムの視点による社会福祉研究の視座 河嶋静代 アジア女性研究 17 08.３

日本における福祉国家レジームの成立・展開・再編 岡本英男 アソシエ 20 08.４

金谷信子著『福祉のパブリック・プライベート・パートナーシップ』を読んで

粕谷信次 大原社会問題研究所雑誌 94 08.５

障害者の「貧困観」 藤原里佐 教育福祉研究（北海道大） 14 08.３

Social justice and social welfare policies Tatsuru Akimoto 社会福祉（日本女子大） 48 08.３

* 子どもの貧困 浅井春夫，松本伊智朗，湯澤直美編 明石書店 B6.385 08.４

９．産業・労働社会学
* グローバル時代の人的資源論　　渡辺聡子，アンソニー・ギアンズ，今田高俊

東京大学出版会 A5.275 08.４

* トヨタ企業集団と格差社会 猿田正機編著 ミネルヴァ書房 A5.402 08.４

Ⅱ 労働問題
20．総　記

The development of a system for preparing and analyzing transcripts on vocational counseling and job

introduction Jun Kayano Japan labor review5-2 08.Spring

労働組合と雇用審判所事件：TUC調査報告書の考察 遠藤公嗣 経営論集（明治大） 55-2/3 08.３

* 「教育改革」と労働のいま 日本社会臨床学会編 現代書館 B6.325 08.４

21．雇用・労働市場
ウズベキスタンにおける後期中等教育と労働市場の分析　 小川啓一　 国民経済雑誌（神戸大）197-4 08.４

特集　雇用平等とダイバーシティ 日本労働研究雑誌 574 08.５

ドイツにおける一般平等立法の意味（山川和義　和田肇）性と人種を理由とするハラスメント（アリソ

ン・ウェザーフィールド）雇用差別禁止法制の現状と課題（櫻庭涼子）男女の賃金格差解消への道筋（山

口一男）組織におけるダイバーシティ・マネジメント（谷口真美）企業事例から学ぶダイバーシティ推進

サイクル（西村孝史）

22．労働条件
ワーク・ライフ・バランス施策の必要性と導入企業における効果　　脇坂　明　　人事実務 1036 08.5.15

Labor-management communication and labor condition determination in small-and-medium-sized enterprises

Oh Hak-Soo Japan labor review5-2 08.Spring

人間発達と格差・労働環境（報告） 櫻井純理 経済科学通信 116 08.４

非正規採用教職員の労働条件の現状について（報告） 小野幸伸 月刊権利闘争 378 08.４

日本の看護需給と働き甲斐（4） 田中幸子，芹澤貴子，坂口千鶴 社会保険旬報 2347 08.4.１

仕事と生活の調和を指標化 男女共同参画会議 旬刊賃金・労務通信 61-11 08.4.25

WLBに関する専門調査会「仕事と生活の調和」の実現度を測定 旬刊福利厚生 1975 08.5.８

23．賃金問題
Analysis of male-female wage differentials in Thailand

Chirawat Poonsab 経済研究（東京国際大） 10 08.３

08年版諸手当の支給実態 賃金事情 2541 08.5.５

24．労働時間
本誌特別調査　労働時間管理の実態調査 労務行政研究所編集部 労政時報 3723 08.4.11

* 静岡県内のワーク・ライフ・バランスの実態と支援に関する調査研究・中間報告書

静岡県労働者福祉基金協会静岡ワークライフ研究所 B5.78 08.３

25．ホワイトカラー労働
医療・福祉とその他の対人サービス業界間におけるストレス反応の比較

中島朱美　　社会福祉学研究（日本福祉大） 3 08.３

ホワイトカラーにおける暗黙知とその継承 楠見　孝 グローバルエッジ 13 08.Spring
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26．パート・派遣労働
均等待遇求め職場の変革へ 鴨　桃代 月刊労働組合 519 08.５

* パートタイマーの募集時　時給表　東日本版　　　アイデム人と仕事研究所編 アイデム A4.75 08.４

28．女性労働
女性差別撤廃条約と男女雇用機会均等法をめぐって（講演）

（赤松良子） 女性歴史文化研究所紀要（京都橘大） 16 08.３

インド，グジャラート州の女性酪農協同組合を介した農村女性の自律達成プロセスの検証

秋吉　恵 アジア女性研究 17 08.３

ジェンダーの視点から見たパートタイム労働のあり方 田中裕美子 下関市立大学論集 50-1/2/3 07.３

この10年で大幅に低下した女性正社員割合 厚生労働省 旬刊賃金・労務通信 61-11 08.4.25

母子世帯の母親の労働実態と地域における支援 中囿桐代 賃金と社会保障 1465 08.５.上旬

* 会社を襲う！バリキャリ・シンドローム 鈴木康央 駒草出版 B6.230 08.２

* キャリアウーマン・ルールズ 横江公美 ベストセラーズ B6.221 08.２

* 子育て後の女性の再就職課題とその解決 労働政策研究・研修機構 A4.125 08.３

* 東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書　平成19年度

東京都産業労働局労働部労働環境課 A4.205 08.３

30．若年労働
イギリスのユースサービスにおけるニート問題への対応石田麻衣子 人権と社会 2 07.３

東部ドイツの青年職業活動支援 生田周二 人権と社会 2 07.３

特集　若年者の職場定着 電機連合NAVI 17 08.４

若年者の職場定着にはどんな施策が必要か（郡司正人）「組織と人」，「人と人」のつながりある職場をめざ

して（渡邊　朗）

特集　若手社員の定着・育成策 労政時報 3724 08.4.25

入社後３年間をファーストキャリアと位置付け，研修，メンター，EAPでサポート（労務行政研究所編集

部）仕事の進め方と自立的な行動姿勢の獲得に向け，入社３年間の育成を重視（労務行政研究所編集部）

新入社員と先輩社員が仮想家族を作る“里親制度”，業務を離れた心の支えで離職率が激減（労務行政研究

所編集部）他

* 若年層の人材開発と雇用創出を考える研究委員会報告書　平成19年度

若年層の人材開発と雇用創出を考える研究委員会編 地球産業文化研究所 A4.166 08.３

*「若年不安定就労・不安定住居者聞取り調査」報告書 釜ヶ崎支援機構 A4.298 08.３

* 職業と仕事…働くって何？　　大庭健，廣石忠司，下村英雄，中野育男，内山哲朗

専修大学出版局 B6.217 08.３

* 貧困と愛国 雨宮処凛，佐高信 毎日新聞社 B6.191 08.３

* ３年で辞めた若者はどこへ行ったのか 城　繁幸 筑摩書房 B40.237 08.４

* フリーター論争　2.0 フリーターズフリー編 人文書院 B6.201 08.５

31．中高年労働
特集　Employment of older persons Japan labor review5-2 08.Spring

Prospects of employment and life design of Dankai No Sedai,or the Japanese baby-boom generation

（Atsushi Sato）Employment of older people after the amendment of the act concerning stabilization of

employment of older persons（Makoto Fujimoto）Mandatory retirement of baby boomers and human

resource strategies of business firms（Naoki Mitani）Does skill-development make elderly Japanese more

marketable?（Shinya Kajitani）

特集　オフィス家具製造販売業・化学工業・タイル工事業

産業別高齢者雇用推進ガイドライン エルダー 30-5 08.５

技術や経験だけでなく，これまでの幅広い人脈を活用し，「現職継続」で高齢者を即戦力化（社団法人日本

化学工業協会）評価制度の策定や望ましい高齢者像の明示がモラールを高める（社団法人全国タイル業協

会）再雇用制度を工夫し，モチベーション，働き方，ライフプラン施策を充実（社団法人日本オフィス家

具協会）

* サラリーマン人生の危機管理　第８版　　　　　　　望月　衛　　中高年齢者雇用福祉協会 B5.104 07.５
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32．障害者労働
奈良県「植村牧場」における知的障害者雇用の取り組み 大澤史伸

名古屋学院大学論集 社会科学篇 44-4 08.３

Social enterprise Joseph Kwok Journal of social policy and social work（日本社会事業大）12 08.３

障害者雇用促進法改正案のポイント 先見労務管理編集部 先見労務管理 1344 08.5.10

* 地域における協働による障害者雇用に関する研究調査　２　　　高齢・障害者雇用支援機構 A4.65 08.２

* 重度障害者雇用事業所における障害者雇用状況に関する調査　　高齢・障害者雇用支援機構 A4.80 08.３

* 中小企業における障害者の雇用の促進及び安定支援に関する研究調査

高齢・障害者雇用支援機構 A4.103 08.３

* 特例子会社における精神障害者雇用のケーススタディ　　　　　高齢・障害者雇用支援機構 A4.116 08.３

33．外国人労働
特集　外国人労働者の活用　新しい雇用ルール下でのあり方　　　ビジネス・レーバー・トレンド 398 08

外国人労働者の雇用の現状と雇用管理上の課題（渡邊博顕）最近の欧州移民政策の変化と潮流（独立行政

法人労働政策 研究研修機構国際研究部）

35．労災，職業病，健康問題
中高年齢者のメンタルヘルス対策（1） 廣　尚典 エルダー 30-5 08.５

The smoking effect on employment of young male individuals in the U.S

Kazushi Kobayashi 政経論叢（明治大） 76-1/2 07.11

アスベスト産業の展開と労働災害の発生 南慎二郎 政策科学（立命館大）別冊 08.３

本誌特別調査 最新調査 メンタルヘルス対策 労務行政研究所編集部 労政時報 3725 08.5.９

特集　メンタルヘルス問題の職場復帰支援 労働と医学 97 08.４

メンタルヘルス問題の職場復帰をどう進めるか（座談会）（杉本正男　菅谷幸彦　小倉健二　白原滋　岩田

俊　司会：村上剛志）職場復帰への援助からみえること（講演）（岩田　俊）医療機関における看護職のメ

ンタルヘルス調査（門田裕志　小田前洋子）

* 働く者の労働安全衛生入門シリーズ　１ 須田民男 かもがわ出版 A5.143 08.２

38．生活問題
* 介護職のワーク・ライフ・バランスに関する研究調査報告書 財形福祉協会 A4.244 08.３

* 神奈川県の生活保護　平成19年　　　　　　　　　　　　　神奈川県保健福祉部生活援護課 A4.192 08.３

* 私立大学新入生の家計負担調査　07年度　　　　　　　　東京地区私立大学教職員組合連合 A4.71 08.３

Ⅲ 労働運動
41．労働組合・運動論
組織強制の法理（2） 三井正信　　広島法科大学院論集（広島大） 2 06.３

組織強制の法理（3）（完） 三井正信　　広島法科大学院論集（広島大） 3 07.３

アメリカ建設業における「オープン・ショップ」拡大の論理　　　惠羅さとみ　　建設政策研究 2 08.５

44．単産，単組
* 全逓・JPU神奈川運動史　３　　　　　　　　日本郵政公社労働組合神奈川県連絡協議会 A4.159 08.１

* 私鉄・バス労働者のたたかい　続

全労連・ローカルセンターと連帯する私鉄・バス・ハイタク連絡会 B6.273 08.４

* もう一つの鉄鋼労働運動史

鉄鋼労働者協会「もう一つの鉄鋼労働運動史」編集委員会編 NPO法人労働者運動資料室 B6.361 08.４

46．賃金闘争（含　生活改善闘争）
なくせ貧困！08春闘勝利！憲法改悪・労働法制改悪反対！MIC08春闘決起集会

嵯峨仁朗，五十嵐仁 マスコミ文化情報労組会議 2 08.４

多様化する要求項目と継続協議の増加 労使コミュニケーションの強化・充実を

川島千裕 あけぼの 25-7 08.４

「平和」「人権」「環境」など“次代”見据えた運動積極的に　　森嶋正治　　あけぼの 25-7 08.４

要求トータルで前進的に決着「人事・賃金制度改善」論議に道筋　　有村博幸　　あけぼの 25-7 08.４

08春闘で問われたものは 飯田康夫 スタデイ 47-4 08.４
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賃上げは概ね前年並み，一時金も前年水準を確保　　　先見労務管理編集部　　先見労務管理 1343 08.4.25

08 春闘回答 賃金事情 2541 08.5.５

春季交渉情報 08年賃上げ・夏季一時金妥結状況　　　　労務行政研究所編集部　　労政時報 3725 08.5.９

08春季交渉を振り返って 荻野　登 労働かながわ 655 08.5/6

52．労働組合と政治
特集　労働組合の政治活動と組合員 労働調査 463 08.４

NTT労働組合の政治活動と組合員の政治意識（高橋政士）「脱組織化」する政治と労働組合（中北浩爾）第

21回参議院選挙とその後の動向（山口茂記）

* 組合員政治意識総合調査報告 国際経済労働研究所 A4.118 07.12

53．労働組合と社会問題，社会運動
特集　格差社会と労働組合 労働の科学 63-6 08.６

非正規労働者の抱える問題と労働組合の役割（飯田勝泰）“愚公，山を移す”（篠田　徹）格差社会の中の

労働組合（赤堀正成）

54．労働者福祉・協同組合運動
市民・働く者の協同労働で仕事をおこし，新しい公共を創造しよう　　永戸祐三　　月刊自治研 584 08.５

私たちがつくる協同組合の未来　　生活クラブ事業連合協同組合連合会理事会　　社会運動 338 08.５

Ⅳ 経営労務
61．人事・労務管理
人事評価の項目・基準に関する最近の動向と今後の方向性　　　今野靖秀　　人事実務 1036 08.5.15

雇用形態多様化の諸相（3） 澤田　幹 金沢大学経済学部論集 28-2 08.３

人的資源管理研究におけるコミットメント研究の位置づけ　 西脇暢子　 産業経営研究（日本大）30 08.３

国際ビジネスと人的資本の国際間移動 船津秀樹 商学討究（小樽商科大） 58-4 08.３

Human resource management strategy of medium-sized firms in Japan

Aihara Akira 成城大学経済研究 179 08.３

事業再生過程における経営・人事管理と労使コミュニケーション（講苑）

（藤本　真） 中央労働時報 1087 08.４

* 新たな価値を生み出す人事マネジメント 関西経営者協会 A4.17 08.１

* 大阪産業を担う人的基盤の強化に向けて　　　　　　　　　　　　大阪府立産業開発研究所 A4.136 08.３

* 鍵山整充オーラル・ヒストリー 鍵山整充他口述 A4.48 08.３

* サービス残業・労使トラブルを解消する就業規則の見直し方　 北見昌朗　 東洋経済新報社 B6.314 08.３

* 実証研究優れた人材のキャリア形成とその支援

川喜多喬，小玉小百合編 ナカニシヤ出版 A5.248 08.４

* 職業キャリアの空間的軌跡 中沢高志 大学教育出版 A5.187 08.４

62．賃金管理
* 成果主義人事・賃金　10 社会経済生産性本部生産性労働情報センター B5.132 08.２

* 職能資格制度・職能給オーラル・ヒストリー　　湯沢和夫，梅崎修口述 A4.107 08.３

* 戦後賃金制度史オーラル・ヒストリー 塚原一男他口述 A4.134 08.３

65．福利厚生
* 適格年金のやめ方 森田朋宏 企業年金研究所 A5.286 08.２

66．教育・訓練
教育機関と連携した研修実施しITスキルとリテラシー浸透へ　　　　杉山豊治　　あけぼの 25-7 08.４

若手社員を育てる環境をどうつくるか 樋口弘和 企業と人材 924 08.5.５

特集　なぜ今，キャリア開発なのか 人材教育 233 08.５

人事が積極関与するキャリア開発が日本企業の国際競争力を高める（平野光俊）効果的なキャリアカウン

セリングがメンタル不全を予防する（宮城まり子）

「プロフェッショナル」から「ヒューマン」へ（1）～（2） 木谷　宏　　能力開発21 29-4,29-5 08.4,5

* 人材育成としてのインターンシップ　　佐藤博樹，堀有喜衣，堀田聡子　　労働新聞社 A5.200 07.３
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67．リストラ・雇用
* 知らないとソンをする退職・転職マル秘マニュアル 田中耀一 日本実業出版社 B6.236 08.２

* 転職に満足している６割に確実に入る方法 谷所健一郎 PHP研究所 B6.223 08.３

68．安全衛生管理
自殺の公務災害認定をめぐる情勢と諸課題 吉田正孝 自治体安全衛生研究 30 08.３

非常勤職員災害補償制度の速やかな整備を 西野方庸 自治体安全衛生研究 30 08.３

69．国際経営労務
多国籍企業による国際技術移転の「スタイル」に関する実証研究

苑　志佳 経済学季報（立正大） 57-3/4 08.３

* 海外日本企業の人材形成 小池和男 東洋経済新報社 A5.94 08.３

* 中国のソフトウェア産業とオフショア開発・人材派遣・職業教育

田島俊雄，古谷真介編著 東京大学社会科学研究所 B5.165 08.３

Ⅴ 労働・社会政策
70．総　記
新たなステージを迎えたPFI（鼎談） 小倉勝彦松本俊彦前田博 経済Trend 56-5 08.５

英国のPFIを支えるPartnerships UKの取り組みとわが国への示唆　　　長井篤司　　経済Trend 56-5 08.５

71．雇用・労働市場政策
特集　人間らしい雇用の実現へ 議会と自治体 122 08.６

キャノン派遣問題を市議会で追及，地域の課題に（滋賀・長浜市）（浅見信夫）企業誘致での脱税疑惑追求

とむすび非正規雇用改善へ（大分県）（堤　栄三）公務職場の偽装請負・二重派遣の実態を告発し，改善迫

る（東京都）（曽根はじめ）企業誘致条例の活用など，雇用政策の変化をつくる（京都府）（みつなが敦彦）

他

* 高年齢者雇用就業ガイドブック　平成19年度版 労働新聞社 B5.218 07.12

* 「就職困難者の雇用実態」と「雇用支援制度導入奨励金」に関する調査報告書

埼玉県地域労使就職支援機構 A4.66 07.12

* 労働政策 五十嵐仁 日本経済評論社 B6.349 08.５

75．職業教育・訓練政策
* ケーススタディ労働審判 東京弁護士会労働法制特別委員会 法律情報出版 B5.249 08.２

76．社会保障政策
都市貧困問題に立向かうマイクロファイナンスの課題 岡本眞理子 都市問題 99-5 08.５

Problems in financing medicaid Martha N.Ozawa/Yeong Hun Yeo

Journal of social policy and social work（日本社会事業大） 12 08.３

特集　日本の社会保障は大丈夫か？　　　　　　　　　　　　　View & vision（千葉商科大） 25 08.３

公的年金の不安な将来：何ができるのか（石山嘉英）介護老人保健施設の現状と課題（宮野一郎）国民医

療費を通じて医療保障制度について考える（山田　武）これからの社会保障（広井良典）

ベーシック・インカムと人間発達（報告） 小沢修司 経済科学通信 116 08.４

セーフティネットから見る格差論 栃本一三郎 月刊自治研 584 08.５

高齢者の終末期医療とケアを考える 植村和正 月刊保団連 974 08.５

医療改革と健康保険組合の役割（講演）（宮武　剛） 健康保険 62-4 08.４

特集　診療報酬改定のメッセージ 健康保険 62-4 08.４

平成20年度診療報酬改定の概要（健保連医療部医療情報グループ）国民・患者の目線からメッセージを発

信（インタビュー）（対馬忠明）

特集　アメリカ・モデルの福祉国家　　　　　　　　　　　　　　　社会科学研究（東京大） 59-5/6 08.３

カリフォルニア州のコミュニティ・カレッジにおける職業訓練プログラム（久本貴志）アメリカの雇用税

額控除（塚谷文武）ニューヨーク市初等中等教育の財政構造と特質（塙　武郎）比較福祉国家研究を超え

て（吉田健三）非正規雇用の医療保障（長谷川千春）アメリカの医療扶助改革と民間医療保険（中浜　隆）

ロサンゼルス福祉改革における民間化の特質（木下武徳）

医療の財政問題 宮島俊彦 社会保険旬報 2347 08.4.１
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混合市場と社会保険（年金保険）（3） 京極高宣，金子能宏 社会保険旬報 2347 08.4.１

医療福祉サービスに関する家計負担上限制度の提案　　社会保障研究会　　社会保険旬報 2348 08.4.11

バウチャーと社会市場（1）～（2） 京極高宣，金子能宏　　社会保険旬報 2348～2349 08.4.11,4.21

アウトソーシングと社会市場（1）～（2） 京極高宣，金子能宏　　社会保険旬報 2350～2351 08.5.1, 5.11

高齢者医療制度と憲法（上）～（下） 堤　修三　　週刊社会保障 2477～2478 08.4.14,4.21

社会保障と地域政策の新展開 椋野美智子 週刊社会保障 2477 08.4.14

新たなソーシャル・キャピタルの形成要因 北場　勉 週刊社会保障 2479 08.4.28

ビスマルク型福祉制度の変化 樫原　朗 週刊社会保障 2479 08.4.28

国民の視点で中医協の議論に参加（インタビュー）（庄司洋子） 週刊社会保障 476 08.4.７

「コミュニティの中心」とコミュニティ政策 広井良典 週刊社会保障 2476 08.4.７

税方式年金の財源問題 堀　勝洋 週刊社会保障 2476 08.4.７

特集　基礎年金の財政方式に社会保険と税の各種提案 政党・関係団体・報道機関等の提案をみる

週刊社会保障 2480 08.5.5/12

保険方式は権利性で強み（インタビュー）（坂口正之）税方式で世代間の格差是正（インタビュー）（土井

丈朗）

社会保障改革の評価基準と課題 小塩隆士 週刊社会保障 2480 08.5.5/12

特集　社会保障費をめぐる主要国の動向 世界の労働 58-4 08.４

欧米の社会保障財源の現状と課題（益村眞知子）日本における社会保障支出・財源の現状と今後の方向

（広井良典）社会保障給付の国際比較（勝又幸子）アジアの社会保障（山端　浩）

日本型生活保障をどう超えるか 宮本太郎 北海道自治研究 471 08.４

人権思想の発展を反映してきた社会保障 ノーマライゼーションの視点が求められる

里見賢治 まなぶ 607 08.５

介護経営とソーシャルワーク 吉田しおり 龍谷大学経営学論集 47-1/2 07.９

* 医療保険制度における財政調整と財源負担に関する調査研究報告書 健康保険組合連合会 A4.205 08.３

77．社会福祉政策
支援活動を通じて考える，「未公認」知的障害者の権利擁護（報告） 福田　勉　　人権と社会 1 2005.10

アジア型社会福祉発展モデルに関する研究 タイ国における大学等調査報告

澤伊三男　　社会事業研究所年報（日本社会事業大） 43 07.12

要介護高齢者の現状と将来動向　　　　　　小島克久　　社会事業研究所年報（日本社会事業大） 43 07.12

生活保護における就労支援の可能性と課題 布川日佐史 人権と社会 2 07.３

認知症支援体制と介護現場におけるケアアプローチ　 村上浩章　 地域政策科学研究（鹿児島大） 5 08.２

遠距離介護の現状と今後の研究課題　　　　　　　　高林正洋　　社会福祉学研究（日本福祉大） 3 08.３

ケアマネジメントにおけるアドボカシーに着目したサービス調整実践の構成要素

増田和高，岡田進一，白澤政和　　生活科学研究誌（大阪市立大） 6 08.３

高齢者を対象とした在宅ターミナルケアにおける介護支援専門員の役割

堂園裕美，岡田進一，白澤政和　　生活科学研究誌（大阪市立大） 6 08.３

高齢者福祉サービスの利用者満足度評価に関する実証的研究の動向

神部智司　　生活科学研究誌（大阪市立大） 6 08.３

障害乳幼児のいる家族における母親がかかえる生活課題 井原哲人 人権と社会 3 08.３

戦前における乳児保育の実態　　　　　　　　　　　韓　仁愛　　社会福祉学研究（日本福祉大） 3 08.３

福祉介護労働者のキャリア形成　　　　　　　　　　時井　聡　　淑徳大学総合福祉学部研究紀要 42 08.３

「福祉サービス化」における「社会起業」台頭の意味

宍戸明美　　名古屋学院大学論集 社会科学篇 44-4 08.３

母子世帯母親の就業と児童扶養手当削減の問題・覚書　 緒方桂子　広島法科大学院論集（広島大）4 08.３

ボランティアとしての成年後見 福田　勉 人権と社会 3 08.３

現代日本の福祉制度における「貧困の罠」 五石敬路 都市問題 99-5 08.５

柔軟な政策メカニズムが居住空間を改善する 穂坂光彦 都市問題 99-5 08.５

インドネシアの母系社会ミナンカバウに見る高齢者のリビングアレンジメント

西廣直子 アジア女性研究 17 08.３
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越境するアジア人女性とケア労働 松山有美 アジア女性研究 17 08.３

特集　「ワーク・ライフ・バランス」論と家族政策の現状　　　　　　大原社会問題研究所雑誌 594 08.５

福祉国家と家族政策の「主流」化（原　伸子）アメリカにおける養育費政策の現状とその作用（下夷美幸）

ワーク・ライフ・バランスの基本原理（両角道代）

介護現場に広がる先行き不安感 安立清史 介護保険情報 9-2 08.５

社会福祉援助者の「貧困観」 岩田美香 教育福祉研究（北海道大） 14 08.３

特集　社会福祉士・介護福祉士の新カリキュラム，始動 月刊福祉 91-7 08.６

新カリキュラムへの期待と課題（座談会）（石橋真二　山本たつ子　中村秀一　司会：宮武剛）社会福祉士

養成教育の課題と展望（白澤政和）介護福祉士の養成・教育の課題（黒澤貞夫）更生保護分野における社

会福祉士への期待（正木恵子）

在宅要介護高齢者の主介護者における介護負担感とその関連要因に関する検討

岡本和士，原澤優子 厚生の指標 55-4 08.４

イギリス障害者差別禁止法における障害の定義の改正 鈴木　隆 島大法学 51-2 07.11

福祉戦略としての「ホームの政治」Ⅱ～Ⅲ　　　圷　洋一　　社会福祉（日本女子大） 47～48 07.3,08.３

急がれる大都市における高齢者地域ケア整備と団塊世代の老後　　山崎摩耶　　社会保険旬報 2350 08.5.１

Social support and care for people with mental disabilities in Sweden today（講演）

（Bnegt.G.Eriksson/Annika Rudqvist  抄訳：吉原雅昭） 社会問題研究（大阪府立大） 57-1 07.12

スウェーデンにおける精神障害者支援，近年の動向（抄訳）（講演）

（ベンクト・エリクソン・アニカ・ルドクヴィスト） 社会問題研究（大阪府立大） 57-1 07.12

現場から見えてくる，介護保険制度と福祉事業の問題点 柴田範子 生協運営資料 236 07.７

次世代を育てる福祉教育　　岡本晴美，中村公三，新井康友，田中智子　　総合社会福祉研究 32 08.３

ソーシャルワークと社会正義 伊藤文人 総合社会福祉研究 32 08.３

介護サービス市場の中の非営利組織 佐藤卓利 賃金と社会保障 1464 08.4.下旬

北九州市生活保護行政の現段階 吉永　純 賃金と社会保障 1465 08.5.上旬

在外被爆者援護の到達点と課題 田村和之 賃金と社会保障 1465 08.5.上旬

特集　障害者基本計画後期重点施策 概要と評価 ノーマライゼーション 28-4 08.４

共生社会の実現に向けた課題（宗澤忠雄）後期計画を実りあるものにするために（勝又和夫）重点施策実

施５か年計画を読む（平野みどり）

彦根市における出産環境の現状と課題 金森京子，只友景士，中野桂，吉川英治 彦根論叢（滋賀大） 370 08.１

78．労働法
労働契約法制定の意義と課題 荒木尚志 月刊労委労協 624 08.４

労働法総論 個別的労使関係の法律知識（１） 岩井國立 人事管理REPORT 46-2 08.５

労働契約法について 宮里邦雄 季刊労働者の権利 274 08.4.Spring

労働者派遣法改正の方向性について 村田浩治 季刊労働者の権利 274 08.4.Spring

08年労働法立法動向 和田一郎 労働法学研究会報 2428 08.5.１

地域ユニオンと不当労働行為制度 直井春夫 労働法学研究会報 2429 08.5.15

特集　公務非常勤職員の法的地位 労働法律旬報 1670 08.4.下旬

国立情報学研究所非常勤公務員雇止め事件（野本夏生）中野区（非常勤保育士）事件・高裁判決の検討

（勝亦啓文）中野区における特別職非常勤職員の法的地位（清水　敏）国の非常勤職員の雇止めと地位確

認・損害賠償（西谷　敏）中野区（非常勤保育士）事件・東京高裁判決　中野区（非常勤保育士）事件・

東京高裁判決（志田なや子）

「労働者」概念と「労働契約」概念 川口美貴 労働法律旬報 1670 08.4.下旬

育児期間中の深夜勤務免除請求をめぐる法的検討 浅倉むつ子 早稲田法学 83-3 08.３

* 新労働事件実務マニュアル　東京弁護士会労働法制特別委員会編著 ぎょうせい B5.547 08.２

* 労働契約の実務 浅井　隆 日本経済新聞出版社 B40.246 08.２

* 労働契約法入門 山川隆一 日本経済新聞出版社 B40.219 08.２

* 日本における労使紛争処理制度の現状 村田毅之 晃洋書房 A5.219 08.３

* 雇用の政策と法　改訂版 高橋　保 ミネルヴァ書房 A5.465 08.４

* 研究討論集会特別報告集　08年５月 自由法曹団 A4.290 08.５
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* 実務労働法最新事情　　実務労働法研究会編　　社会経済生産性本部生産性労働情報センター A5.96 08.５

79．労働判例
非常勤保育士に対する自治体の再任用拒否につき期待権侵害を認めた控訴審判決

志田なや子 賃金と社会保障 1464 08.4.下旬

労働組合からの脱退の自由を制限する合意の効力 石橋　洋 法律時報 80-5 08.５

80．労働委員会
* 賃金事情等総合調査　平成19年　　　　　　　　　　　　　　　中央労働委員会事務局調査課 A4.117 08

* 賃金事情等総合調査　平成19年　　　　　　　　　　　　　　　中央労働委員会事務局調査課 A4.142 08

* 宮崎県労働委員会年報　平成19年 宮崎県労働委員会事務局 A4.137 08

* 労働委員会関係裁判例集　第38集 中央労働委員会事務局 A5.1169 08

* 石川県労働委員会年報　平成19年 石川県労働委員会 A5.147 08.３

* 茨城県労働委員会年報　平成19年 茨城県労働員会事務局 A4.105 08.３

* 沖縄県労働委員会年報　平成19年版　　　　　　　　　　　　　　沖縄県労働委員会事務局 A4.94 08.３

* 鹿児島県労働委員会年報　平成19年版　　　　　　　　　　　　鹿児島県労働委員会事務局 A4.62 08.３

* 神奈川県労働委員会年報　平成19年 神奈川県労働委員会 A5.195 08.３

* 京都府労働委員会年報　平成19年版　　　　　　　　　　　　　　京都府労働委員会事務局 A4.201 08.３

* 島根県労働委員会年報　平成19年版　　　　　　　　　　　　　　島根県労働委員会事務局 A4.87 08.３

* 千葉県労働委員会年報　平成19年　　　　　　　　　　　　　　　千葉県労働委員会事務局 A4.77 08.３

* 不当労働行為事件命令集　平成19年　　　　　　　　　　　　　　東京都労働委員会事務局 A5.600 08.３

* 栃木県労働委員会年報　平成19年版　　　　　　　　　　　　　　栃木県労働委員会事務局 A4.32 08.５

* 年報　平成19年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広島県労働委員会事務局 A4.121 08.５

Ⅵ 世界労働
91．アジア
韓国の経済危機と公共勤労事業の展開 鄭　在哲 アジア経済 49-5 08.５

日中韓における政府と企業間関係の比較研究 孫　麗 国際協力論集（神戸大） 15-3 08.３

中国における国有企業の改革と再編 斉藤節夫 下関市立大学論集 50-1/2/3 07.３

韓国における産別労組運動の経験と克服すべき課題（下）

イムヨンイル　翻訳：金元重 労働法律旬報 1670 08.4.下旬

93．ヨーロッパ
EU域内で調和の取れた発展目指す ヨーロッパ 253 08.春

フランスの派遣労働事情 大山盛義 労働法律旬報 1671 08.5.上旬

Ⅶ 歴　史
100．総　記
昭和戦前期における宇部石炭鉱業の需給構造　　　　　三浦　壮　　エネルギー史研究（九州大） 23 08.３

* 石炭研究資料叢書　No.29 九州大学石炭研究資料センター B5.335 08.１

* 歴史伝承委員会調査報告書　07年度　　　　　　　　　航空科学振興財団歴史伝承委員会 A4.78 08.３

* 日本史学文献目録　2005年版 学術文献刊行会編 朋文出版 A5.319 08.５

* 年報日本現代史　08 「年報日本現代史」編集委員会編 現代史料出版 A5.348 08.５

101．生活・労働史（日本）
* 京都の被差別部落と仕事　　　　　　　　　　　　　　　　京都部落問題研究資料センター A5.156 08.３

102．生活・労働史（外国・国際）
一九世紀後半マレー半島ペラにおける華人錫鉱業 東條哲郎 史学雑誌 117-4 08.４

* 物語労働者階級の誕生 浜林正夫 学習の友社 B6.191 07.９

104．ジェンダー・フェミニズム・女性史（外国・国際）
アメリカにおける家事労働の歴史文献をたどる（3）～（4）森　杲 産研論集（札幌大） 35～36 08.３

105．社会事業・慈善事業史
* セッツルメントの研究 大林宗嗣 慧文社 A5.232 08.３
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106．社会・労働政策史（日本）
商店街における組織化政策：終戦直後を中心として　濱　満久　名古屋学院大学論集 社会科学篇44-4 08.３

* 花香実著作集　第１巻～第２巻 花香　実 大空社 A5.254～A5.399 08.4,5

* 鉄鋼労使関係オーラル・ヒストリー 和田正人他口述 A4.75 08.３

* 労働史史料研究会オーラル・ヒストリー 梅崎修他口述 A4.112 08.３

* 斎藤一郎著作集　第６巻 斎藤一郎 あかね図書販売 B6.302 08.４

* 闘えなくなった企業別組合 柳田勘次 兵庫県労働史研究会 A5.315 08.５

109．労働運動史（外国・国際）
ドイツ労働運動史研究全盛世代の世代論 星乃治彦 歴史評論 698 08.６

110．社会主義運動史（日本）
* 帝国を撃て 梅森直之編著 論創社 A5.200 05.３

* 忘れられぬ人々 大澤正道 論創社 B6.303 07.10

* 不遇の放浪詩人 太田雅夫 文芸社 B6.203 07.８

* 抵抗の群像　第１集 治安維持法犠牲者国家賠償要求同盟編 光陽出版社 A5.239 08.３

* 労農派マルクス主義　上巻 石河康国 社会評論社 A5.405 08.３

112．諸社会運動史
日本ジャーナリスト連盟の結成と新聞単一（中） 増山太助　聞き手：吉田健二

大原社会問題研究所雑誌 594 08.５

新しい戦後社会運動史のために（座談会）（広川禎秀） 部落問題研究 184 08.４

* 武相自由民権史料集　第１巻～第６巻 町田市立自由民権資料館６冊　07.12

* 三里塚 三留理男 新泉社 B5.127 08.３
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